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平成１５年度当初予算案主要事項説明

総務部

府税電子申告調査検討費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規９,０００ 千円

１ 趣 旨

納税者や税理士の方がインターネットを使って法人２税の電子申告を
行える府税電子申告システムの実現に向け、既存税務電算システムとの
連携や効率的な業務フローの確立、庁内システムとの連携等について調
査を実施する。

２ 事業概要

事 業 内 容 （１）既存電算システムとの連携調査
・府税業務は課税から納税までトータルで電算化されており、イン

目 的 ターネットを使って送信される電子申告データを税務電算トータル
システムへ適切に取り込むための調査検討を行う。

対 象
（２）業務効率化調査

方法等 ・事業年度など形式審査の自動化等業務効率化に向けた詳細機能の
調査検討を行う。

（３）庁内システムとの連携調査
、・電子申請システム等の庁内システムとの連携による利便性の向上

業務効率化について調査検討を行う。

＜スケジュール＞

１５年度 調 査 検 討

１６年度 システム構築

１７年度 システム運用

当課・係名 税務課電算係 課・係直通電話番号 075-414-4440

総務－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 市町村自治振興補助金

予 算 額 １，１００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

市町村等が行う地域課題に対応した単独事業を支援することによ
り、活力と潤いに満ちた地域社会の形成を促進し、もって住民福祉
の向上を図るため、補助金を交付する。

事 業 内 容
２ 補助対象事業

目 的 (1) 環境にやさしい地域づくりのための環境保全対策事業
対 象 (2) 少子・高齢社会に、健やかで安心して暮らせるための、保健福
方 法 等 祉対策事業

(3) 未来を開く高度情報社会に対応した情報化対策事業
(4) 地域の活力を創出するための新産業の創生、経済・雇用対策事
業
(5) 住民の暮らしを守る安心・安全対策事業
(6) 市町村合併に係る調査研究・広報広聴事業
(7) 過疎地域振興対策事業 等

３ 補助率 原則として4/10
ただし、

財政力指数（３ヶ年平均）が0.7以上の市町村 …1/3

過疎地域振興対策事業 …2/3

前 年 度
１，２００，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 地方課地域振興係 課・係直通電話番号 075-414-4461

総務－２



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 市町村振興基金積立金

予 算 額 (注) ― 千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

市町村等の健全な発展と住民福祉の向上を図るため、市町村及び

一部事務組合が実施する事業に対して資金の貸付けを行う。

２ 市町村振興資金貸付枠

事 業 内 容 ２２億円

３ 貸付対象事業

目 的 (1) 義務教育施設整備事業

対 象 (2) 道路・河川等整備事業

方 法 等 (3) スポーツ・レクリエーション施設整備事業

(4) 住宅建設改良事業

(5) ごみ・し尿処理施設整備事業

(6) 社会教育・文化施設整備事業

(7) 社会福祉施設整備事業

(8) 消防・防災施設整備事業

(9) 産業振興施設整備事業 等

４ 貸付条件

(1) 貸付利率

貸付け時の政府資金貸付利率の範囲内で別に定める率

(2) 償還期限

15年以内（据置期間２年以内）

(3) 充当率

50％～90％

(4) 償還方法

元利均等年賦償還

(注) 貸付金の償還金を原資に22億円の貸付枠が確保されるため、新

たな積立てを行わない。

前 年 度 予算額 ― 千円

当 初 予 算 額 （貸付枠 ２２億円）

担当課・係名 地方課地方債係 課・係直通電話番号 075-414-4462

総務－３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 ２１世紀の市町村づくり事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的
行政改革や市町村合併など、市町村を取り巻く行財政課題につい
ての府内各地域における取組みを支援し、今後の市町村の体制整備
に資する。

事 業 内 容 ２ 事業概要
(1)市町村づくり推進事業（3,000千円）
ア 市町村等からの要請に基づき、各種民間団体・公共的団体等が

目 的 主催する市町村合併等をテーマとするシンポジウムや研究会等
対 象 にアドバイザーを派遣するなど府内各地域における検討を支援
方 法 等 イ 合併協議会等において継続的な検討が行われるよう助言・調整

ウ 住民自治充実のための具体的方策を検討するための調査研究を
市町村や合併協議会等と共同で実施
エ 府内各地域の取組みについてパンフレットやインターネット等
により府民に情報を提供

(2)２１世紀のまちづくり事業（1,000千円）
地域づくりアドバイザーの派遣等による地域づくり活動の支援

(3)新しい市町村行政・人づくり支援事業（1,000千円）
市町村職員が府職員及び学識経験者等とともに新しい時代の市
町村の行政課題について研鑽を深める場をつくることを通じ、次
代の市町村を担う人づくりを支援

（参考）平成15年度市町村合併支援施策
事 業 名 （予算額） 施 策 の 概 要
市町村づくり推進事業 ○市町村づくり推進アドバイザー等派遣事業

（3,000千円） ○継続的な協議・検討のための調整
○住民自治充実のための具体的方策の検討
○府民への情報提供

市町村自治振興補助金 ○合併協議会が行う調査研究・広報広聴事業に対す

合併協議会１団体 る補助（補助率4/10）
あたり 6,000千円

合 併 準 備 補 助 金 ○合併協議会への負担金、電算システム変更経費等
合併協議会構成市 合併準備経費に対する補助（補助率10/10）
町村１団体あたり
5,000千円 ※国から市町村に直接交付

前 年 度
１１，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 地方課 ・ ・ ･ 075-414-4446・4449・4461庶務係 行政第二係 地域振興係 課 係直通電話番号

総務－４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
総務部

事 業 名 住民基本台帳ネットワークシステム運営費

予 算 額 ２２４，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

全国共通の本人確認を可能とする住民基本台帳ネットワークシス

テムを運営し、各種行政手続における住民票の添付を省略すること

等により府民の利便性の向上、行政の効率化を図る。

事 業 内 容 ２ 事業概要

・住民基本台帳ネットワークシステムの維持・管理

目 的 ・本人確認情報（氏名、住所、性別、生年月日、住民票コード）の

対 象 利用・提供

方 法 等

３ システムのメリット

(1) 各種行政手続等に係る住民票の添付不要

(2) 住民票の広域交付

(3) 住所異動に伴う転入転出手続の簡素化

（参考）

平成１５年８月（予定）の２次稼働から市町村で開始される業務

・市町村における住民票の広域交付

・住所異動に伴う転入転出手続の簡素化

・住民基本台帳カードの交付

前 年 度
１８８，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 地方課地域振興係 課・係直通電話番号 075-414-4461

総務－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総務部

事 業 名 救急業務高度化推進協議会運営費（再掲）

予 算 額 １，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 設置目的
救急需要の量的拡大等が進みこれに対応するための、救急救

▲

命士の処置範囲拡大に取組むためにはメディカルコントロール
（ＭＣ）体制の整備が必要となる。
京都府では府救急業務高度化推進協議会を設置し、府内の２次

▲

医療圏ごとに消防本部が設置するＭＣ協議会の運営に対して指
導・助言できる体制を整備する。

事 業 内 容 ＜参考＞ 救急救命士の処置範囲拡大
・指示なし除細動(H.15.4頃～)
・気管挿管(H.16.7頃～)
・薬剤投与（未定）

２ 内 容

目 的 構 成 医療機関、消防機関、行政機関及びＭＣ協議会代表

対 象 ①各ＭＣ協議会に対する指導・助言
協議事項 ②標準となる事後検証基準の策定

方法等 ③再教育体制の整備等

＜参考＞
京都府におけるメディカルコントロール体制

京都府京都府救急業務
設 置高度化推進協議会

指導・助言 意見提出

代表消防

本部設置ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ ＭＣ
(医療圏ごと)協議会 協議会 協議会 協議会 協議会 協議会

・事後検証体制の整備

・再教育の充実 等

担当課・係名 消防防災課 消防指導係 直通電話番号 075-414-4468

総務－６



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

総 務 部

社寺等文化資料保全補助金事 業 名

継 続予 算 額 ８０，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

府内の社寺等が所有又は管理する国・府では未指定で、学術上

又は、文化的価値の高い文化資料の保全を図る。

２ 補助対象事業

事 業 種 別

事 業 内 容 （１）収蔵庫の設置
文化資料保存施設及び
設 備 の 整 備 （２）防災・防犯設備の整備又は

保存施設の修理

目 的 （１）美術工芸品の補修
対 象 文 化 資 料 の 補 修
方 法 等 （２）建造物の修理

（１）有形の民俗文化資料の保全

民 俗 文 化 資 料 の保 全 （２）無形の民俗文化資料の保全

（３）無形の民俗文化資料の映像
記録等整備

遺跡・名勝・天然記念物の保全

前 年 度
８０，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 ４１４－４５２２課・係直通電話番号

総務－７



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

総 務 部

祇園祭山鉾懸装品新調事業費補助金事 業 名

継 続予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

祇園祭山鉾懸装品のうち文化財的価値が高く、大型で貴重な

前掛・胴掛・見送りなどの懸装品を退役保存するため、その代

替として現代の意匠・染織技術の粋を集めた懸装品新調事業に

対して補助する。

事 業 内 容
２ 平成１５年度新調事業計画

新調点数 ４点（予定）

目 的 事業費総額 ３７，５００千円
対 象
方 法 等 補助率（負担率） ２／５

前 年 度
１５，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 文 教 課 宗 教 係 ４１４－４５２２課・係直通電話番号

総務－８



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

総 務 部

府立の大学連携推進費事 業 名

継 続予 算 額 １，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

少子化、グローバル化、情報化の進展など、大学を取り巻く

環境の変化に対応し、府立の両大学が府民に支えられた大学と

して今後も府民の期待に応えていけるような大学づくりを推進

する。

２ 事業概要

現在、設置されている「府立の大学あり方懇話会」の提言を踏ま
事 業 内 容

え府立の大学の連携・改革に係る検討を進める。

目 的
対 象
方 法 等

前 年 度
１，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 文 教 課 庶 務 係 ４１４－４５２４課・係直通電話番号

総務－９



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

総 務 部

私 学 振 興 補 助 金事 業 名

継 続予 算 額 １９，１９１，１５０ 千円 新規・継続の別

１ 概 要

私立学校が京都府の学校教育において重要な役割を果たしている
ことから、私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の教育費負担
の軽減等を図るためその経常費等に対して補助する。

２ 予算の内訳
（単位：千円）

区 分 予 算 額

高 等 学 校 運 営 費 補 助 等 １０，５５１，３９４

中 学 校 運 営 費 補 助 ２，１４３，８６９

小 学 校 運 営 費 補 助 ７７９，２７２

養 護 学 校 運 営 費 補 助 １１４，３６２

事 業 内 容 幼 稚 園 運 営 費 補 助 等 ４，９１２，８０３

専修、各種学校教育振興補助等 ８５，１５５
目 的
対 象 私 学 関 係 団 体 等 補 助 ６０４，２９５
方 法 等

計 １９，１９１，１５０

３ 本年度の新規事業

(1) 魅力ある教育創造モデル事業補助金 （予算額 25,000千円）
私立高等学校のうち「魅力ある教育創造プラン」を作成・実施
するモデル校（１０校）の取組に対し補助する。
モデル校指定に当たっては、①就職支援、②学力伸長、③特色
ある学校・学科作り、④中退対策を行う場合を重点的に採択。

(2) 幼児の読書習慣育成事業補助金 （予算額 3,800千円）
「子どもの読書活動の推進に関する法律」の制定を踏まえ、幼
稚園における「読み聞かせ講習会」の開催等の読書習慣育成のた
めの活動を支援する。

(3) 私立高校経営改革支援事業補助金 （予算額1,000千円）
京都府私立中学高等学校経営者協会が、経営改革等を目的とし
て実施する学校経営相談事業に対し補助する。

前 年 度 １８，９９２，６６０ 千円
当 初 予 算 額

担当課・係名 文 教 課 助 成 係 414-4517課 ・ 係 直 通 電 話 番 号

総務－１０



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

総 務 部

私立幼稚園補助教員等設置事業費事 業 名
（再掲）

継続予 算 額 ２３，０００ 千円 新規・継続の別

１ 目 的

特色ある教育活動を展開している私立幼稚園に補助教員等を

設置し、預かり保育、満３歳児の受入及び幼稚園生活の指導等

について支援する。

２ 事業概要

補助教員等の確保 １００人（園）

事 業 内 容

３ 実施方法

団体への委託

目 的

４ 雇用見込人数対 象

方 法 等

延雇用 約４，０００人

前 年 度
２３，０００千円

当 初 予 算 額

担当課・係名 文 教 課 庶 務 係 ４１４－４５１６課・係直通電話番号

総務－１１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 共 同 研 究 費（京都府立大学特別研究費）

予 算 額 ２，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

府立大学の教員と関係行政機関等が共同して府内の地域振興や
文化・産業等の発展等に寄与する調査研究活動を実施し、その成

果を行政施策等へ反映し、もって府民への還元を図るものとする。
事 業 内 容

目的
対象 ２ 事業内容

方法等
( ) 府立大学の教員を中心とした関係行政機関や試験研究機関等の1
職員からなる研究チームにより、 地域貢献度の高い共同研究・
調査を実施する （平成９年度から実施）。

主な実施分野
福祉・環境・観光・農林水産業等

( ) 研究の成果は、行政施策への反映を図るとともに、シンポジウ2
ムの開催、成果報告書の作成等を通じて広く府民に還元する。

075-703-5107担当課・係名 京都府立大学 事務局 会計課 課・係直通電話番号

総務－１２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

産学連携講座運営費事 業 名

予 算 額 ３５，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

奨学を目的とする民間等からの寄附金を有効に活用し、京都府立医科大学

の主体性のもと、寄附講座を設置・運営し、もって教育・研究・診療の進展

及び充実を図る。

２ 講座概要

事 業 内 容 名 称 東洋医学講座（仮称）

設置目的 東洋医学に関する学内教育・研究等の充実と東洋医学の更なる
目的・対象

発展を図り、府民医療に貢献する。
方 法 等

内 容 東西両医学の総合診療教育の実施

東洋医学に関する臨床研修の実施

新たな治療学を研究・構築し、研究成果を公表

３ 寄 附 者

株式会社 ツムラ（東京都千代田区二番町１２－７）

前 年 度 － 千円

担 当 課 名 京都府立医科大学 庶 務 課 電 話 番 号 ２５１－５２０８

総務 － １３



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

附属病院外来診療棟等整備基本計画策定費（再掲）事 業 名

予 算 額 １８，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府民の医療の拠点施設として患者の立場に立った高度で適切な医療を提供

するとともに、病院経営の効率化を進めるため、老朽化、狭隘化した外来診

療棟、臨床医学学舎の建替え等、臨床医学部門の総合的整備に向けた検討を

進める。

併せて、急速に進歩する医学に対応する研究・教育機能の充実を図る。
事 業 内 容

目的・対象 ２ 事業内容

方 法 等 現在策定している整備構想において、新外来診療棟等に係る整備の基本的

な方向性・内容と、既存病棟に隣接する敷地内で外来診療を行いながら、で

きる限り患者に迷惑のかからない整備工法及び手順について検討している。

平成１５年度においては、整備構想に基づき、整備の手法、施設の形状、

配置、仕様、機能面等について具体化させるため、基本計画を策定する。

前 年 度 ５，０００ 千円

担 当 課 名 京都府立医科大学 庶 務 課 電 話 番 号 ２５１－５２０７

総務 － １４



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

附属病院新生児集中治療施設充実費事 業 名

予 算 額 １０８，０００ 千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

少子化の中で、高度医療を提供する特定機能病院としての役割を踏ま

え、極低出生体重児（出生体重1500ｇ未満）等の重症の新生児治療の充
事 業 内 容

実を図る。

目的・対象
２ 内 容

方 法 等
新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）を拡充・整備するとともに、重症の新

生児治療に対応できる病床を増床（３床→６床）する。

３ 施設整備期間

４月中旬 ～ ７月中旬

前 年 度
－ 千円

当 初 予 算 額

担 当 課 名 京都府立医科大学 病院管理課 電 話 番 号 ２５１－５２３３

総務 － １５


